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批判、特に小選挙区制や内閣人事局に対する批判が目立つようになっていった。筆者としては、首相のリーダーシップ確立を目指した改革の方 性は正しかったものと考える。ただ問題は、改革が権力（リーダーシップ）の確立の方向にばかり向き、権力の統 に向けた改革が不十分であることであ 。
そこで、現在求められているのは、 「統治構造改革
二・〇」 （清水真人『平成デモクラシー史』 〔筑摩書房、二〇一八年〕 ）であり、それ 向けた議論を進める必要がある。本稿では、そ 論点の一端を述べることとしたい。
立憲主義の観点から
立憲主義と言うと、権力を制約する原理だと一般に
受け取られているが、それは一面的である。直近では新型コロナウイルス感染対策において劇的な形で明らかになったように、現代国家では社会や個人が抱える様々な課題の解決のために国家の活動が求められ ことも多いのであり、権力は縛られる以前に、迅速 確に行使されることが必要である。こうした「良き統治」のためには、民主的な応答性を備えた諸アクターと、専門合理性を担う諸アクターとの協働が必要である。その際、それぞれのアクター 本領が発揮さ るためには それぞれのアクターに自律性が認められる必要があり 言い換えると、アクター間に「仕切り」が設けられなければならない。もちろん 民 政 もとでは、最終的には、憲法の制約 もとで 民主的な要素を担うアクターの決定が優位す になるが、だから いって専門合理性を担うアクターの判断 体が民意への配慮等から歪められてはならない。
要するに、例えば、 「専門家の判断はこうだったが、




は、権力行使 統制の観点からも重要である。立憲主義のもう一つの側面は、諸権力 抑制均衡と責任政治原理である。権力の行使に対しては責任追及ができるのでなければならない。権力行使の統制といっても多義的であるが、本稿では、以下 事後的な統 に関する課題を二点考えたい。それぞれ、政治的 法的統制に関わるが、いずれも深刻な問題を抱え おり、その改革を真剣に考えなければならない。政治的統制と国会改革
国会は立法権を担う機関だと考えられているが、そ









            
 
















象自治体から外されたことが違 だとして泉佐野市が提起した訴訟の判決が大阪高裁であった。ふるさと納税制度は、税制の専門家から批判される中、 「政治主導」で導入されたことで知られる。そのほか 基地問題など、政治主導で導入された政策に自治体が反発し、法廷で争われるケースが近年目立つようになっており、牧原出氏の言葉を借りれば「 治の司法化」現象が見られる。 
紛争を持ち込まれた司法の真価が問われる局面とな
っているともいえ が ここでも課題は多い。ふるさと納税訴訟でも、訴訟の前段階の国地方係争処理委員会が違法の恐れを指摘したにもかかわらず、大阪高裁は国の主張を全面的に認めた 冒頭でも触れた司法制度改革では、裁判員制度など大きな変革もあっ もの、国の行為の統制に関わる行政訴訟については小幅の見直しにとどまった。国の行為の 的統 の強化についても めて議論する必要がある。
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